
 
消費者教育に関する文部科学省と消費者庁の関連事業等について、各地方公共団体及び各

教育機関において御活用いただける事業等をお知らせするものです。各関係機関へ積極的

に周知いただくようお願いいたします。 

事  務  連  絡 

令 和 ７ 年 5 月 27日 

 

各都道府県・指定都市消費者行政担当課 

各都道府県・指定都市教育委員会担当課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

各 国 公 私 立 大 学 担 当 課 

独立行政法人国立高等専門学校機構担当課  

各 公 私 立 高 等 専 門 学 校 担 当 課 

各都道府県教育委員会専修学校主管課 

厚生労働省医政局医療経営支援課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課  

 

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

消費者庁消費者教育推進課 

 

 消費者教育に関する文部科学省と消費者庁の関連事業等について（周知） 

 

平素より、消費者教育の推進に御理解・御協力をいただき誠にありがとうございます。 

 令和４（2022）年４月に成年年齢引下げが施行され、若年者に対する消費者被害・トラブルの

未然防止及びそのための更なる消費者教育の充実が重要となっているところです。 

文部科学省と消費者庁では、若年者に対する消費者教育や、地域における消費者教育の推進に

おいて様々な事業・取組を行っております。これらの事業等について積極的に御活用いただける

よう、下記のとおりお知らせいたします。 

 つきましては、事業者、消費者団体等の地域の多様な主体間の連携・協働による消費者教育が

一層推進されるよう、管内の各関係機関に対してこれらの情報を御案内くださいますようお願い

いたします。学校へ御案内いただく際は、学校における働き方改革の観点から、周知の範囲及び

方法について、全ての学校に一律に通知する以外にも、例えば、他の案件とまとめて周知する、

教育委員会主催の教員研修の場で配布する等、貴課において必要に応じて御判断いただきますよ

うお願いいたします。 

  

御中 



 

記 

 
１．持続可能な地域社会の実現に向けた消費者教育及び環境教育推進事業の公募開始について 

文部科学省で実施している、各地域における消費者教育等の取組の支援や普及啓発等の事業

について、今年度の公募開始をお知らせするものです。 

詳細は別添１を御参照ください。 

 

２．「消費者教育アドバイザー」派遣事業及び消費者教育コーディネーターの窓口について 

  文部科学省で実施している、全国の消費者教育の先駆的実践者を派遣する事業と、消費者庁

が地方公共団体での育成・配置を促進している、「消費者教育コーディネーター」（※）につい

て、改めてお知らせするものです。 

  詳細は別添２を御参照ください。 

（※）消費者教育を担う多様な関係者・場をつなぎ、地域の特性に応じた消費者教育を実現

する役割を担う者 

 

３．消費者教育教材「社会への扉 ― 12のクイズで学ぶ自立した消費者―」等を活用したオンデマン

ド講座について 
消費者庁では、消費者教育教材「社会への扉―12のクイズで学ぶ自立した消費者―」等を活

用した動画講座として、中学生向け、高校生向け、大学生向け、特別支援学校の生徒向けのオ

ンデマンド講座を公開しております。 

  詳細は別添３を御参照ください。 

 

４. VR動画等を活用した体験型教材「鍛えよう、消費者力 気づく・断る・相談する」の活用・周知について  

  消費者庁では、体験型教材の授業や講座での活用・普及を図るため、今般「実践ガイド」（冊

子及び動画）を作成しました。ガイドには、担い手向けに実施した教材活用セミナーやモデル

講座の実施事例が多数収録されています。消費者教育・啓発活動での本教材の活用・普及に向

け、実践ガイド等の周知・広報の御協力のほどお願い致します。 

詳細は別添４を御参照ください。 

 

 

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

消費者教育推進係     TEL：03-5253-4111（内線2260） 


